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第３回 定例会

令和３年度決算の概要（注１）

その他の議案および議決結果は、9ページに掲載しています。

令和3年度の決算などについて
審議しました（９月21日～11月１日）

　令和４年第３回定例会では、令和３年度決算に関わる議案や第２次札幌市まちづくり戦略ビジョン
（ビジョン編）などの議案33件、意見書3件が全会一致または賛成多数で認定または可決されました。

　令和３年度の一般会計決算は、最終予算額１兆
4,819億円に対して、歳入が１兆2,992億円、歳出
が１兆2,849億円となり、形式収支は142億円の黒
字となりました。これから翌年度への繰越額44億円
を差し引いた実質収支は98億円の黒字となり、そ
のうち49億円を財政調整基金に積み立てました。
　また、特別会計決算は形式収支、実質収支共に
62億円の黒字となり、企業会計決算は差し引き
196億円の黒字となりました。

　以下の経費など、全会計総額548億6,050
万円を増額する補正予算が可決されました。

　時代の転換期に当たり、市民、企業、行政
などの多様な主体が札幌市の目指すべきまち
の姿とまちづくりの方向性を共有し、共に取
り組んでいくことを目的として、今後10年
のまちづくりの基本的な指針を制定するもの
です。

可決された主な議案

　令和4年度の補正予算案

（注１）

令和３年度に実行された主な事業
感染症の脅威から市民を守り、新たな日常への
転換を進めていくまちづくり

●医療提供体制の強化、ワクチン接種実施
●中小企業の事業再構築に対する補助制度創設

1

子どもを生み育てやすく、誰もが安心して
暮らせる、やさしいまちづくり

●子ども医療助成制度の対象を小学６年生まで拡大
●介護ロボットなどＩＣＴ導入補助制度創設

2

魅力・活力にあふれ、困難を乗り越えて成長を
続けるまちづくり

●東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会の
　マラソンなどを実施

3

一般会計の歳入・歳出内訳

歳　入 歳　出

（単位：億円）

その他

地方交付税

市債
諸収入

国庫支出金

市税

その他

公債費

教育費 450
総務費 543

土木費

経済費

職員費

保健福祉費

2,077

998
1,053
1,316

3,346

4,202

1,057

1,250
1,071

1,537

1,740

5,202

第２次札幌市まちづくり
戦略ビジョン（ビジョン編）策定の件

数値は原則として計数ごとに四捨五入で表示しているため、各数値とその内訳の累計額とは一致しない場合があります。

令和３年度の決算額内訳

歳出決算
総額

1兆9,063億円
一般会計

１兆2,849億円

特別会計
3,688億円

企業会計
2,526億円

可決された主な意見書（概要）

女性デジタル人材の育成を強力に推進するための
支援を求める意見書

意見書

意見書の全文は、市議会ホームページに掲載しています。

意見書とは、市政の発展に必要な事柄の実現を要請するため、
市議会の意思を決定し、国会や政府に提出するものです。

　女性デジタル人材の育成は、女性の経済的自立や、女性人材の成長産業への
円滑な移動支援を図る観点から極めて重要です。よって、国会および政府に対
し、その育成を強力に推進するため、下記の事項を実施するよう強く要望する
ものです。
①現時点では取り組み事例が全国的に少ないため、女性デジタル人材育成プラ
ンの遂行において、自治体規模に合わせた取り組みやすい参考事例を積極的
に発信すること。

②テレワークによるデジタル分野の就労は、場所的制約に左右されないことか
ら、テレワーク可能な企業の斡旋・紹介について、全国規模で行えるよう、
プラットフォームを形成すること。

③全国どこに住んでいても、また、育児や介護など時間的な制約があっても、
デジタルスキルを習得してテレワークを活用しながら就労できるよう、サポ
ートを受けながらＯＪＴなどによる実践的な経験を積むことができる機会を
提供すること。

④テレワークの定着・促進に向け、全国的な導入支援体制を速やかに整備する
こと。

⑤女性デジタル人材育成プランの着実な遂行のため、十分な予算を確保すること。

すべての子どもに豊かな学びを保障する
高校教育を求める意見書

　道内における公立高校の統廃合が一層進むことが懸念されている中、希望する全
ての子どもに豊かな学びを保障していくために、北海道教育委員会に対し、下記の
事項を実施するよう強く要望するものです。
①全ての道内公立高校の学級定員に、少人数学級を取り入れること。
②教育の機会均等を保障するため、「高等学校生徒遠距離通学費等補助制度」
の５年間の年限を撤廃するとともに、もともと高校がない市町村から高校へ
進学する子どもたちも制度の対象とすること。

③障がいのあるなしにかかわらず、希望する全ての子どもが地元の高校へ通う
ことのできる後期中等教育を保障すること。

●新型コロナウイルス感染症予防接種費追加
●ウインタースポーツ普及振興費追加
●道路除雪費追加
●電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金




